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輸出と経済成長のモデル分析

一一ー供給天井マクロモデルーー

発展途上国を対象とするマクロ経済モデルの基本的な

特徴のーっとして，実質所得水準が供給面から決定され

ることが挙げられる。これは，経済活動水準の制約要閃

として資本ストックを考え，資本蓄積をもって経済発展

過程の中心的要因であると十る経済発展のヴィジョンを

反映したものである。このような供給天井モヂルにおャ

ては，輸出の成長率が高いほど資本蓄積率が低くなり，

その結果として所得の成長率も低くなることが導出され

る（本稿では以下，輸出の成長抑圧効果と呼ぶ〉。この

点は，開発戦略論で唱えられている輸出主導型発展政策

による高成長の達成というシナリオ（およびその裏付け

としての経験的認識〉と背反するものであり，それゆえ

モデル構成上改善さるべき点として指摘を受け，すでに

改善の方向が求められてきた位l）。本稿では，既存の供

給天井マクロモデルのサーヴェイを通じて，そこに見ら

れる方法論，主張の問題点を指摘しそれらを克服する

新たなモデルを提示する。なお，本稿での方法論的検討

は，供給天井マクロモデルの枠内での限定されたもので

あり，その枠組自体の経済理論的検討は，既存モデ、ル

についてもわれわれ自身のモデルにつU、ても行なわれな

以下まず，既存モデルの理論構成と論理展開を要約紹

介し，批判的検討を加える。

(ii 供給天井原型モデル

モデノレは以下の5本の式からなる。

Y,=fK,, 

C，二 出 Y,

A1i=ft Y, 

E,=E(O)er' 

Y,,=C Iλ：l十R,-!v1,

(11 

(21 

(3) 

(4) 

15) 

ここで， Y・i土J9r得， K1は資本スト、ソク，じはii日号，

A1，は輸入， E，は輸出， K，は投資であり，すべて実質
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値表示である。 (1）式；は生産関数であり， Yiを決定する。

(2）式は消費関数，（3）式は輸入関数であり，それぞれCt,

.'11，を決定する。（4）式は輸出関数であり，輸出Etは一定

の成長率rで士駒大することが想定されている。（5）式は国

民所得等価式であり，このモデルでは投資 k，を決定す

る。（1）～（5）を解くと，

K,=p 19 K,-E(O)er' 

ただし， p=(1ーα・＋，J.)

であり，河辺を Ktで除せば

_ E(O) K；＝ρf3 ~V'-,ert 
t z、e

(6) 

(7) 

となり，輸出の成長率 Jが高いほど資本蓄積率は低くな

ることが示されているように思われる。しかし，この結

論は誤りとされ，以下のような方法で再検討が加えられ

る〈注2）。

まず，自律成長が次のように定義される。

Jim Yi>O, lim Rvt>O (8) 

ここで， Rn＝手，すなわち経済成長率である。次い
~ t 

で，ここに問題としている輸出の影響について，成長抑

圧効果が次のように定義される。

DRv Jim －工土＜0
t→問。r

(9) 

そして，諸係数の値および初期値 E(O),K(O）がある条

件を満たす場合には，（9）式は成立しないとの結果によ

り，供給天井原型モデルが輸出の成長抑圧効果を示す必

然性はないと結論付けられる（注3）。以下，上に紹介した

議論に対し，成長抑圧効果の判定基準の定義上の問題と，

推論上の問題をそれぞれ取上げる。まず後者から始めよ

う。］二で、見た結果のうち当商の議論と関連する部分を次

支に採録する（le4＼ごの表かん明らかなように，成長抑

圧効果がないような条件の Fでは自律成長は不可能であ

る。微分方程式（6）を解けば，

rアジア経済』 X溜ー 1(1980. 1) 



係数，初期値による構造分譲

条件

ρ戸＞r

｜「－一瓦｜、氏長抑圧効巣な

P f,<r 
I {K( >0 I ｛叩）＋

X 0 

Kt= {K(O) +A}eρP'-Aert 

ただし， A= E~O) 
Cr-r' {!) 

(1帥

・c 

ここから， p/3＜；’の場合にも， p/3>rかっ｛K(O）十A}

くOの場合にも， Ki→ー∞となるととは容易に確認で

きる。すなわち，これらの場合 Ki,Ktとも負の値を取

っており，長は資本ストックの増大率ではなく減少率

を示しているのであり， 7の上昇は資本の減少を加速し

その意味で依然として成長を抑圧しているのである。

さて，形式論理はこれぐらいにして，上述の問題をモ

デノレの性格どの関連で考察してみよう。まず第1に，（1)

～（5）で構成されているモデルを機械的に解くと，上に見

たような経済的には無意味な解（負の資本ストック）を

生ずることがある。これは変数の非負制約が与えられて

いないからである。次に，自律成長が可能となる場合の

メカニズムを見ておこう。その条件はpf!>rかつ｛K(O)

十A)>Oであるが，簡単にわかるように，この2番目の

不等式は yく（ρB-E（め）と同値であり，それゆえ 1番
l ' k(O)J 

目の不等式は redundant（不必要）である。さてこの第

2の不等式の意味するところは何であろうか， u、ま， ρ 

および戸の定義を思い起こしまた（1), (2), (3）および（5)

式を t=Oで用いると，

fl I＇←戸（0). = Y:i_~ -C＿（φ ＋坦＠了－~（g)
K(O) K(O) 

_ K(O) 

k(O) 

-j'j, rは不変の輸出成長率と想定されてヤるから，不

等号の成立は，初期時点において資本の成長率が輸出の

成長率を上回ることを意味する。しからざる場合には，

資本，またそれゆえ所得は，究極的には減少を免れない

のである。

ここで，輸出の成長抑圧効果の判定に用いられた定義

に立ち返って検討を加えよう。モデ、lレの性格を判断する

のに，究極的な定常成長状態でのプロパ子ィーを見んと

する志向は理解できるが，判定方法として否定され允（7)

式での符号条件と新たに用いられた（9）式とは，経済学的

に意味のある解の場合には完全な対応、を示す（註5）。さ
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らに，より基本的な問題点として， tを無限大にして求

められる数学的解が，経済学的な意味での長期効果を見

ることに対応しているのかどうか，十分な説明が与えら

れているようには思えない。

最後に，上で用いられた自律成長の定義についてコメ

ントをしておく。容易に導出できるように，自律成長が

成立する場合の輸入の成長率は究極的にはρPとなり，

これは輸出の成長率rよりも大きい。すなわち，上で定

義された自律成長は，貿易収支赤字幅の継続的拡大が可

能である場合にのみ達成されるものなのである。

(ii) 2部門モデル

供給天井原型モデルの極度の単純化を改善する試みと

して，次のような 2部門モデルが示される（簡略化のた

め添字tを省略する〉。

Y=/3K ill) 

Co＝日nY (12) 

CE=f(t) (13) 

K=lI》十M1 (14) 

Mc=m1Y 。司

M1=m2Y (16) 

Y=Cv+CE+lv 。司

K=Kc+K1 H同

Re・（Cv+CE)=Kc (t到

R1・l1J=K1 同

ここで， Cn,CEはそれぞれ消費財の内需，輸出を示

し， M,,,M，はそれぞれ消費財輸入，投資財輸入を， In

は投資財の生産をあらわし， Kc,K，はそれぞれ消費財

生産部門，投資財生産部門の資本ストック， Re,R1はそ

れぞれの部門の資本係数をあらわす（注6）。ここでの関心

は， M式で示された生産関数を改訂することにある。実

際，このモデルは（凶～闘の9本の式により九つの内生変

数が決まるシステムになっており，（11)式を追加すること

は， Pを固定した係数と見る原型モデルの延長線上で考

えるときには過剰l決定によるinconsistency（非斉合性）

を引起こす。換言すれば，この2部門モデルでの実質所

得の水準は，住1）式ではなく，（1劫式を制約条件として（19),

閤）両式で決定され，したがって所与の資本ストックに対

して実質所得の水準は変化しうるのである。以下，実質

所得決定のメカニズムを検討し，その経済的意義を明ら

かにし上ろ。（19），岡両式を（17）式に代入すると，

Y= _!-Kc+ 1-Kr 
Re V R1 
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そこで次の課題は，所与の総資本ストックKのKcとK1

への配分の決定メカニズムを明らかにすることである。

圏内産の消費財の需給パランスに注目しよう。

（供給 Cn＝円
需要： Cnd=anY＝四n(-1~Kc 十一 1-Ki)

¥ Re R1 I 

需給均衡を成立させる KcおよびK1を同式の制約の

下で求めると（注7),r ~~;;;,K + ~f(<) 

K1 =(1－－；＇.完了）Kーシ（t)

ただし叩＝｛止さ互十町そ）＞o
¥ Re R1 I 

これらの解が経済的に意味を持つ（K，；ミ0,Kiと0）た

めの条件は，

(I-an) 
J(t）三 i k 凶

z、ι・
それゆえ，もし原型モデルと同様J(t）二 E(O)e,1，すな

わち，輸出が一定の成長率で増加するならば，自律成長

を達成するためには，

主主J

であり，原型モデルと同様の結論となる。

倒，倒両式を倒式に代入して Yのreducedform （締

約型〉を求めると，

Y＝土｛i+~i （是 － R~ ）｝K

十！，（-h--};-)f(t) 

かくて，輸出水準の変化が実質所得水準を増加させるか

減少させるかは， ReとR1の大小関係に依存する（注8）。

次に，再びf(t）コE(O)ertと想定して，輸出成長率の

変化が資本ストック成長率に与える影響を考察しよう。

(14）式に代入を行ない成長率の形で書くと，継続的に圏内

産消費財の需給均衡を保証するような径路での資本スト

ック成長率は，次式で表わされる。

Kー （l-av) +m, 
K (l-an)R1+an Kι’ 

十 m,R1ー （l+m,)RcE(O) b' 
(f二五7,）及，；＋ヲ万j_~ K む・

この式の原型モデル（7）式との対応は明らかであろう。

ただし， 2部門モデノレの場合には，係数の分ごf(m2R1ー

(I+m,)Rdの符号次第で，輸出の成長率のと昇は資本
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(22) 

間

(25) 

側

智n

蓄積率に正の影響を与えうる。すなわち，輸出増加の結

果としての所得成長が可能とする投資財輸入の増加

一 一一一）が園内での投資財生産の減少土を上( 1 1 
Re R1 

回る場合には，輸出の増加は資本蓄積に正の効果を与え

るのである（注9」
以上，ここで紹介された2部門モデルが，上述の条件

を満たす場合には輸出の成長促進効果を示しうることを

見た。しかしここでもまた，自律成長の径路での貿易収

支の動きにつし、ては何ら現実的な制約が課されていない

ことに，あらためて注意を喚起しておく。

さて，この2部門モデルを用いて展開される議論の検

討に戻りたい。（12)～闘を解いて求められるreducedform 

により， YをKとJ(t）の一次関数として表現し，次の

ような要約がなされる。

「供給天井原型モデルの改訂を2部門分割モデルで

試みたが，その集約された形から…・・国民所得決定式

には資本ストックとともに輸出を独立の変数として加

えることの必与喜が導き出された。J（目的

方法論上の問題に取組むに先立ち，まずマイナーな技

術的コメントをしておく。ここに提唱されている国民所

得決定式での輸出の項の係数は倒式に見るように，R1>

Reである限り正となるが，かりにこの条件が満たされ

l+ 
たとしても，間式でのより強い条件であるR1＞一三哩'Re

，，，ι2 

が満たされない限り，輸出成長率上昇は成長抑圧効果を

持つ。また，側式に明らかに示されているように， Yの

reduced formでのKの係数と J(t）の係数との問には一

定の関数関係がある。このことにより推計にあたって困

難がもたらされることはないが，他の推定式から得られ

る係数の値，およびその他先験情報に照らしての係数値

とチェックすることにより，この reducedformが導出

された2部門モデルの現実妥当性を検討できることを指

摘しておく。

(iii) 改訂供給天井モデル

上に引用した論拠に基づき，次のような改訂モデルが

提示される。

Y=~ Kキr;E

C=aY 

M＝ドY

刊

日

間

同

E=E(O)ert 但I)

Y=C+K+E-M 倒

(i）で見た原型モデルと比較して唯一の相違は岡式の特



定化に見られる。しかし，われわれはすでに凶式は2部

門モデルから導出されたものであることを見た。そこ

で，ここでは，モヂル体系として（ii）の2部門モデルと

この改訂モデルがどのように対応しているかを検討し，

その含意を明らかにすることに努める。

(ii）の2部門モデルでは， II司～闘の9本の方程式によ

りY,Cn, Cr, In, Kr,, K1, Mc, M1, Kの9変数が決

定されるのに対し，この改訂モデノレでは，岡～闘の5本

の方程式により Y,C, E, M, k.の5変数が決定される。

ここでは次のような概念的対応が見られる。

C=Cn+Mc ．二日＝日ρ＋m, ) 

M=Mc+Mz .・. p=m,+m, ｝倒

E=CE J 

ここで，残る変数 Kについて両モデルの与える解を比

較してみよう。（ii）の凶）式を~7)式を用いて変形すると，

K=ln+M1=Y-Cn-CE+M1 

=Yー（Cn+Mc）ーCE+(Mc+Mz)

ここで闘で与えられている関係を用いれば，（iii）でのK
の決定式，すなわち倒式が得られる。それゆえ，倒）～担割

式を解いて得られる KのKとEの一次関数としての表

現，

K=(lー町＋p)/3K+ {(1-a＋μ）守一l}E 凶

は（ii）の閉式から得られる式と一致する（注11)。

以上見たように，（ii）の2部門モデルとこの改訂マク

ロモデルとの問の対応は完全である。それでは，（i）の原

型モデルとこの改訂モデソレとの聞の対応はどうであろう

か。側式を生産関数の特定化の改訂であると見なす立場

からは，この改訂により「輸出成長率の上昇が所得成長

をもたらすメカニズムを明白にすることができ，供給天

井原型モデルにおける窮乏化輸出の不安を排除できる」

（注12）との主張がなされている。まず，後段の主張から検

討しよう（注13）。

白8式に見られるように所得 Yは資本ストック K と輸

出Eの一次関数であり，所得成長率ー；は資本ストック

成長率Eと輸出成長ヰ（＝仰加重平均として表わ

される（注14）。具体的には，

Y_=_t}£ K＋.ザEr 旧国
y y R y’ 

世田式について検討したように， ηの符号は実証的に確

定さるべき問題であるが，ここでは既存モデルにしたが

いや＞0を仮定する。その場合同式は Iの上昇が即，所

得成長率の上昇をもたらすかのような印象を与える。し
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かし， m式あるいは帥式で見たように， rの上昇は資本

ストック成長率五を低下させる可能性がある。その場

合，附でのわウエイト苧が十分に大きければ

所得成長率は低下しうるのである。また，今一つの問題

としては，（ii）の2部門モデルが自律成長径路上で経済

的に意味のある解を持つためには，面的式が成立すること

が必要であり， rを高めることによりこの条件が満たさ

れなくなる可能性がある。

以上見たように，この改訂モデルでは「供給天井原型

モデルにおける窮乏化輸出の不安を排除できる」可能性

が示されているのみであり，そうでない場合も存在しう

るのである。

ついで，このモデルに与えられている解釈を検討しよ

う。この改訂モデルは原型モデルの生産関数の変更とし

て提示されている。そしてそうである以上，モデルは凶

式でYが決定され，代入により凶，剛，~式でC,M,K

がそれぞれ決定される recursivesystem（逐次決定体系）

であると見なされている。しかし，岡式をマクロ生産関

数として正当化する理論的根拠を見出すことは困難であ

る。実際は，白鳥式は（ii）の2部門モデルから導出された

reduced formなのであり， C,M,Kもすべて Yととも

に2部門モデルで同時決定されているのである。それゆ

えこの改訂モデルを recursivesystemと考えることは不

適切である。

上で改訂モデルの性格についての方法論的検討を行な

ったのには二つの理由がある。第1に，この改訂モデノレ

を出発点としてさらにモデルの修正または複雑化を図る

際に，当初想定されていた2部門モデルのプロパティー

と矛盾する要素を導入する可能性がある。いま一つの理

由は計量経済学上のものである。改訂モデルを時系列デ

ータを用いて計量的に推計する際に，凶，岡両式の推計

にOLS（通常最小二乗法〉が用いられるならば， simul-

taneity bias 〔同時性による偏り〕のために consistency

〈一致性〉は損われてしまう。これを解決するために

2SLS（二段階最小ニ乗法）を用いるとすれば（注16), C, M 

とも K とZの一次関数として表現されるが，その結果

は最初から C,Mを2部門モデルからの reducedform 

として表現した場合と同ーの関数型となり，この改訂モ

デルの性格をあらためて明らかにするのである。

以上，われわれはこれまでに提示された供給天井マク

ロモデルのフ。ロパティーを検討し，その方法および主張

のいくつかに見られる問題点を指摘した。われわれの確
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認した主要な論点は，①原型モデルでは輸出成長率の上

昇は必ず所得成長率を引下げること，②改訂モデルでは

輸出成長率の上昇が所得成長率を引上げる可能性がある

こと，③しかし，改訂モデルは供給天井マクロモデルの

structural formとしてではなく， 2部門モデルの semi-

reduced form （半締約型）として見なされるべきことの

3点であり，供給天井マクロモデルでの輸出の成長抑圧

効果についてはなお一層の検討が必要であることが明ら

かである。

われわれ自身のモデルを提示するに先立ち，これまで

検討してきた供給天井マクロモデルで暗黙裡に想定され

ている諸仮定を明らかにし，改善さるべき問題点を指摘

しよう。

冒頭にも触れたごとく，供給天井マクロモデルは，途

上国では所得が供給側の制約要因により決定されるとの

仮説を表現したものであり，所得決定は生産関数でなさ

れ，需要天井モデルでの所得決定式である国民所得均衡

式で需要項目の一つが残差として決定される構成になっ

ている位叩。それゆえ，もしそれ以外の需要項目が増加

すれば，残差として決定される需要項目は減少せざるを

得ず，もし；投資が残差項目として扱われるならば，成長

率は低下する。これは，需要天井モデルに生産関数を押

し付けた結果としてのしわ寄せであり，供給制約をモデ

ル化するにあたってより根本的なモデルの改訂が必要で

あることを示唆する。以下，より積極的に途上国経済の

性格を全面的に反映するモデルを作成することにより，

この課題に取組もう。

マクロ的に見て輸出の経済発展への貢献が考えられる

一つの重要な径路は，国際収支の制約を緩和し資本財斡

入の拡大を可能にすることにある（注脚。ととろが，上に

見た供給天井モデルでは，国際収支制約は一切存在せ

ず，この効果を把えることは不可能である。また，輸出

(4]) 

日
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と投資がトレードオフの関係にあるという結論は，資本

財の園内生産を前提としていることの帰結である。そし

て，生産の制約要因としての原材料輸入および投資の制

約要因としての資本財輸入は，このモデルでの輸入およ

び投資の扱いでは全く見られないのであるo 以下，途上

国経済の特徴として，①恒常的経常収支赤字，②投資の

輸入資本財への全面的依存，③生産に不可欠な輸入原材

料の存在，を仮定し，これらの仮定を反映する供給天井

マクロモデルを示す。

Y=pK ¥36) 

(Mr:+Cn) =a Y 。司

λ1.m＝νY 白副

E=E 倒

K=M、 臼ti

Y=Cn+E-M栴 (41) 

E+Fー（Mo+M;+Mm)=0 制2)

凶式は原型モデノレ（1）式と同じ生産関数であり，所与の

資本ストック（供給能力）の関数として所得を決定する。

例式は消費関数であり，輸入消費財（M，・）と国産消費財

(Cn）を明示的に示しである。開式は輸入原材料（A1,,,)

の需要関数であり， Yだけの付加価値を生産するのに必

要とされる輸入原材料投入を示す。（Jg；式は輸出関数であ

り，毎期外生的に与えられる。制式は投資関数であり，投

資（止）が輸入資本財（l'.1k）に全面的に依存し，その利用可能

量により制約されていることを示す。（4日式は国民所得均

衡式であり，国民所得が最終財生産から輸入原材料を差

引いた値に等しいことを示す（注19）。同式は国際収支制約

式であり， Fは外生的に与えられる外資純流入である。

このモデルでの内生変数の決定メカニズムは図のごと

くである。このモデ、Jレでは，凶式に見られる輸入可能額

(E+F）を，原材料輸入と消費財輸入にまず充当し，残

差として資本財輸入すなわち投資水準が決定される。つ

O l'i'l:'t'紋
口九日：1¥：以



まり，投資が残差として決定されるという点では先に見

たモデルと共通の性格を持つのである位制。

以下，モデルの主要なプロパティーを検討しよう。モ

デルが経済的に意味のある解（非負解）を持つための条

件のうち，自明でないものを明らかにする。すなわち，

CI>, Mc, ,'1..が非負となるための条件である。比11式よ

り

Cn=Y-E+M叫ニ（1+ν）Y-E (43) 

との結果を例式に代入して

Mn=Eー（1＋ν一日）Y 凶

それゆえ， CD,Moの非負条件から次の連立不等式を得

る。

(1+νー α）Y::;::;E::,;;(1+ν）Y 世司

すなわち，このモデルが意味を持つためには，外生変数

である輸出は生産面の制約（第2の不等号〉と需要面の

制約（第1の不等号〕を満たすような値でなければなら

ない。

次に Mkの非負条件を求めよう。 (42式の lvf.m.,JI.frに

側，凶式による代入を行なう。

Mk=E+Fー（，Wm＋具合・） =F+ (1一日）Y L附

それゆえ， Mkの非負条件として次式を得る。

F＂？.ー（1-a)Y W7) 

flff,式の意味するところは，資本財輸入すなわち投資が国

内貯蓄（1-a)Yと外国貯蓄Fの合計に等しU、という，

国民所得統計上の貯蓄・投資の恒等関係であり，モデルの

うえでは外資純流入の値に眠式に示される制約を課す。

ところで，投資水準の決定式である岡式には輸出Eは

現われなU、。このモデルでは，輸出の増加は消費財の囲

内生産の減少により可能となる（凶式または倒式参照）の

であり，その減少分は同じだけの輸入消費財の増加によ

り補われなければならない（闘式または凶式参照〉から

である。しかしもし外資純流入の水準が輸出水準の上

昇とともに上昇するならば，その間接効果により輸出は

成長に貢献しうる。この点につき動態的なフレームワー

クで一層の検討を加えよう。

倒，仰， H邸式を用いて，資本ストックの成長率は，

K F 
＝ヲ＋（1－叫）,5 i4掛

K K 

となり， Harrod-Domerの恭本方程式を外資純流入相当

分だけ調整した式で表わされる（注21)。このモデルで，一

定の率での経済成長がありうる左すれば，それはわ＝

一定，すなわち， FとKが同率で増加する場合であり，

その場合には外資純流入は絶対額では靖大を続ける。換
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言すれば，将来において投資財源の自立（F=O）そして

漬務返済（F<O）を想定する限りは，成長率の低下は必

然となる。

さて，上で言及した一定の成長率はどの水準に決まる

であろうか。刷式から明らかなように，もしYが一定の

成長率を持つならば， Eもまた同ーの一定成長率を持た

ねばならない。この結果と凶式から，輸出の一定成長率

をyとして，

F(O) 
？と（可＋(1-a）月＝r 剛健2幻

であり，輸出成長率の上昇（Llr）は，それに対応した初期

外資流入の増加（K(O)Jr）が初期時点で起これば，同じ

だけの定常経済成長率の上昇をもたらす。ここでなされ

た一定成長経済の想定は，経済成長理論の系譜上にわれ

われのモデルを位置付けるという学問的な関心に応える

ものであり，経済発展のメカユズムとしての現実妥当性

は乏しい。しかし，上で見た結果は，われわれのモデル

においては，輸出の成長率の上昇が経済成長率の上昇を

もたらしうることを再確認させるに十分である。

ここで再度資本ストックの成長率を表わす凶式を見ょ

う。先にも触れたように，この式には輸出 Eは現われ

ず，輸出の増大は直接には経済成長率の向上に貢献しな

い。それに対し外資純流入Fはそのまま資本形成にあ

てられ経済成長率を高める。このモデルの政策的合意は

「貿易よりも援助を」となる。これも上述したことであ

るが，このモデルで輸出が成長促進効果を（直接には〉

持たないのは，①輸出生産の増加は消費財の圏内生産の

減少をもたらし，②その結果輸出増加をちょうど相殺す

るだけの消費財輸入が起こるからである。換言すれば，

①，②のどちらかが（輸出増加を完全に相殺するほどに

は〕起こらなければ，輸出増加は成長促進効果を持つ。

①を断つには，輸出向生産と圏内向生産を別の部門とし

て扱う（ 2部門モデル）か，遊休設備の存在を仮定する

（非供給天井モデル）か，いずれにしても供給天井マク

ロモデルの枠内では扱いきれない（注却。そこで，以下②

のプロパテ fーを持たないようにモデルを改めることを

試みよう。

われわれのモデルが②のプロパティーを示すのは，消

費関数S7；式によってである。そこでここでは消費財輸入

が存在しないと仮定し，消費関数をモデルから取除く

償却。この新たな仮定の下での投資水準は，

』と＝1¥rfk=E+P－νY 側

すなわち，この場合には，輸出の滑加と外資純流入の地

ラI
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加は同ーの成長促進効果を持つ。この場合の政策的含意

は，外資純流入の増加が債務累積による将来世代の負担

を伴うことを重視すれば「援助よりも貿易を」となり，

輸出の増加が現在世代の消費削減を必要とすることを重

祝すれば「貿易よりも援助を」となる。このモデルは，

経済発展問題が異時点聞の厚生比較を本質的要素として

持つことを直裁に示しているのである。

本稿では，供給天井マクロモデルのフレームワークの

中で，輸出と経済成長の関係のモデル分析を行なった。

本稿の主要な結論は，①既存のモデルは途上国の経済的

特徴を十分に反映しておらず，ことに国際収支制約を無

視しており，その結果として輸出の成長抑庄効果が導か

れること，②それに反し，われわれが新たに提示したモ

デルでは輸出が成長抑圧効果を持つ可能性は全くなく，

むしろ成長促進効果を持つことである。もちろん，輸出

と経済成長の関係、がわれわれのモデルで最も良く解明さ

れると主張する意図はなu、。しかし，この問題に関する

開発戦略論での論述は，一面的であり経済全体のメカニ

ズムについての想定が明らかでないことがしばしば見受

けちれる。本稿での既存モデルの検討と新たなモデルの

提示が，開発戦略上の主要トピックである輸出と経済成

長の関係についてのより体系的な検討に，いささかなり

とも資するところがあれば幸である。

（注 1) この問題につき，今川健氏は近著『開発途

上経済のモデル分析』 （中央大学出版部 1980年〕で

体系的な議論を展開している。本稿での既存モデノレの

紹介は，同書に全面的に依存している。また，本稿で

の既存モデルへの批判は，同書での包括的かつ級密な

研究を出発点として初めて可能となったものであり，

筆者は同 l害で集大成されている既存研究の成果に，そ

して著者の真象な学究的態度に，深い敬意を払うもの

であることを予め申し述べておく。

（注2) 同上書 11ベージ。

（注3) 向上書 12ベージ。

（注4) 同上書 12ベージ。

（注5) 再言すれば，成長抑圧のないケースとは，

(7）式でKが負値を取っている状況である。

（注6）今川 前掲書 16ベージではCn,CB, P.fc 

に原材料を含むとしているが，そうであれば匝司王えが修

正されねばならない。また附式の右辺がCn十CE+ln

-Mcー且lfnとなってし、るが，いずれにしても誤りで

ある。当面の議論とは無関係なので，ここでは原材料
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は考慮しなし、。

（注7) ここではマクロモデルが考察の中心となっ

ているので， KcとK1との完全移動可能性を仮定して

いる。

（注8〕 Ro=R1=Rの場合には，同～剛式から

Y＝会K が導か九実質所得水準は輸出の水準によ

る影響を受けない。

r ,1 1, 11 
（注9) lm2{ 一一一l- ~）＞0 と｛m2Rt-(1 

l ¥ Re R1 I R1 J 
+mz)Rc} >0とは同値である。

（注10〕今川 前掲書 18ベージ。

（注11〕 このことは，岡式の係数と岡式で与えられ

ている係数聞の関係を用いて容易に確認することがで

きる。

（注12）今｝｜｜ 前掲書店ベージ。なお，窮乏化輸

出とは本稿での輸出の成長抑圧効果と同義である。

（注目） この問題についての同上書での理論的考察

は，先に（9）式で示された t→∞とした極限でのバーフ

ォーマンスに基づいているが，本稿ではそれを不適切

な基準であると考えているので別の方法で検討を進め

る。

（注14) 一般的な形で示すと， z=ax+byのとき，

z=a.x+by 

z－＝－~：！. 土 ＋！＞~. ι
Z Z X Z y 

である。

（注15) 先に指摘したように，この可能性を排除す

る条件はり＞0を成立させる条件よりも強いものであ

る。

（注目〉 仰），担日）式とも明らかに overidentified（過

剰決定〉である。

（注17) 供給天井原型モデルと対比さるべき需要天

井モデノレは以下のように構成されている。

Y=C+K+E-M 

C=aY 

M=11Y 

K=o(Y-Y-,) 

E=E(O)er' 

（注18) これには，輸出収入増加の位接効果と，そ

の結果としての対外借入可飽性の改善という間接効果

の両方がある。

〈注19）何tl式は，

Y=(Mc+Cv）十K+E-(Mc+M匙＋Mm)

と糊式から導かれる。



（注20) 供給天井モデルの妥賞する基本的条件が需

要に対しての設備能力の不是にある限り，投資の決定

を需要側要因に帰するモデル（たとえば，今川 前掲

.u 29-31ベージに引mされている需要先決供給天井

型モデル）は，経済の性絡の理解におL、て矛盾を内包

しているように忠、われる。

（注21) 附式から明らかなごとしこの丑デノレでは

経済成長率5は資本ストックの成長率子こ等しい。

なお， Harrod-Domerの基本方程式については，たと

えば，安場保一占『経済成長論』 〈筑摩書房 1980年〉

第 4章を参照されたい。

（注22) 制式を解くと，次式のようになる。

r1翌日）＿＋(lーゅ1,K=K(O)el K(O） 』

（注23) 2部門モデルにしても，両部門間での資本

の完全移動を仮定すれば，①はそのままである。また
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かりにそれを仮定しなくとも，投資配分の段階でのト

レードオフは存在する。

（注24) 消費財輸入が存在しないという仮定は，モ

デルの提示に先立って確認した途上国経済の特徴を補

完するものであり，実際かなりの近似的現実性を持

つ。アジア諸国については，たとえば， ESCAP,

Statistical Y組合。ぬ forAsia and P.依 iか 't1の義

Composition of lmpor包を参照されたい。

〔付肥〕 本稿は「80年代アジア諸国経済の計量的展

望J研究会〈内田忠夫主査〉の80年度の成果の一部で

ある。本稿執筆にあたり，アジア経済研究所統計部坂

井秀吉，経済成長調査部今岡日出紀両氏から有益な助

言をいただいた。ただし，本稿で示されている見解に

は筆者のみが責任を負うことはいうまでもなL、。

（アジア経済研究所経済成長調査部）
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